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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　　車両にスライド自在に設けられたスライドドアの少なくとも閉扉動作をモータにより
駆動して自動的に行う際に、前回の挟み込み判定時のスライド速度から求めた判定値と今
回の挟み込み判定時のスライド速度とを比較してスライド速度の大きな低下に基づいて挟
み込み判定を行うようにした車両用自動スライドドアの挟み込み制御方法であって、
　前記スライドドアを所定速度でスライドさせるための目標速度と実速度とを比較して、
前記実速度よりも前記目標速度の方が大きい場合には前記モータの駆動力を増減させる駆
動制御を行い、前記目標速度よりも前記実速度の方が大きい場合には前記モータの制動力
を増減させる制動制御を行うと共に、
　前記制動制御を行う際には、前記駆動制御時の判定値よりも大きな判定値によって挟み
込み判定を行うことを特徴とする車両用自動スライドドアの挟み込み制御方法。
【請求項２】
　　請求項１記載の車両用自動スライドドアの挟み込み制御方法において、
　前記挟み込み判定値の許容値を前記挟み込み判定時のスライド速度に係数を掛けて算出
し、
　前記制動制御を行う際には、前記駆動制御時の係数として予め定められた設定値に１よ
りも大きい値を掛けた係数を用いて前記判定値を求めることを特徴とする車両用自動スラ
イドドアの挟み込み制御方法。
【請求項３】
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　　請求項１または請求項２のいずれか１項に記載の車両用自動スライドドアの挟み込み
制御方法において、
　前記モータの回転をパルスで検出し、
　１パルス毎に、検出されたパルスから求めた前記モータの周期に基づいて前記判定値を
算出することを特徴とする車両用自動スライドドアの挟み込み制御方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、車両用自動スライドドアの挟み込み制御方法に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
従来、車両としての例えば自動車に設けられたスライドドアにおいて、モータによりスラ
イドさせてドアの自動開閉を可能にしたものがある。さらに、目標スライド速度に実スラ
イド速度が一致するようにモータの駆動力を速度偏差に比例させるデューティ制御を行う
ようにしたものがある。
【０００３】
また、スライドドアの閉扉時には挟み込みを防止する必要がある。例えば、モータ回転パ
ルスのパルス検出毎に周期を算出し、その周期が例えば３回連続して挟み込み判定値（例
えば前回検出周期に１以上の係数を掛けた値）を超えた場合には挟み込みであるとするこ
とができる。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
そのような自動スライドドアにおいて比較的大型の後席ドアを車両前後方向にスライドさ
せるものにあって、スライドさせる方向が下向きになるような坂道などに停車している状
態では、ドアの自重による重力加速度が加わるためモータの駆動力を増減させる制御だけ
ではスライド速度を十分に抑えることができないため、図７に示されるように積極的に制
動（電流制動など）するようにしている。なお、図７にあっては、速度偏差が０（目標速
度＝実速度）の場合にはデューティを０とし、実速度の方が大きい（速度偏差＞０）場合
には制動デューティを設定し、実速度の方が小さい（速度偏差＜０）場合には駆動デュー
ティを設定することを示している。
【０００５】
また、モータによる速度制御において、例えば前回の実周期（Ｔ）に許容偏差分（ΔＴ）
を加算して求める挟み込み判定値（Ｔ＋ΔＴ）を算出する際にその許容偏差分（ΔＴ）を
前回の実周期に係数を掛け（Ｋ・Ｔ）て求めて良いが、駆動制御ではスライド速度を速く
するように制御するのに対して制動状態ではスライド速度を遅くするように制御する。そ
のため、制動制御にあっては判定タイミング（例えば回転パルス検出時）毎に周期が長く
なることから、駆動制御時に合わせた係数（Ｋ）を制動制御時にも用いると、挟み込み判
定値よりも実周期の方が長い場合が生じて、挟み込みの誤判定を起こしてしまう虞がある
という問題がある。
【０００６】
【課題を解決するための手段】
　このような課題を解決して、傾斜停車時にスライドドアの自重により重力加速度が加わ
ることに対して制動制御を行う場合に挟み込みの誤判定を防止することを実現するために
、本発明に於いては、車両にスライド自在に設けられたスライドドアの少なくとも閉扉動
作をモータにより駆動して自動的に行う際に、前回の挟み込み判定時のスライド速度から
求めた判定値と今回の挟み込み判定時のスライド速度とを比較してスライド速度の大きな
低下に基づいて挟み込み判定を行うようにした車両用自動スライドドアの挟み込み制御方
法であって、前記スライドドアを所定速度でスライドさせるための目標速度と実速度とを
比較して、前記実速度よりも前記目標速度の方が大きい場合には前記モータの駆動力を増
減させる駆動制御を行い、前記目標速度よりも前記実速度の方が大きい場合には前記モー
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タの制動力を増減させる制動制御を行うと共に、前記制動制御を行う際には、前記駆動制
御時の判定値よりも大きな判定値によって挟み込み判定を行うものとした。特に、前記挟
み込み判定値の許容値を前記挟み込み判定時のスライド速度に係数を掛けて算出し、前記
制動制御を行う際には、前記駆動制御時の係数として予め定められた設定値に１よりも大
きい値を掛けた係数を用いて前記判定値を求めると良く、さらに、前記モータの回転をパ
ルスで検出し、１パルス毎に、検出されたパルスから求めた前記モータの周期に基づいて
前記判定値を算出すると良い。
【０００７】
このようにすることにより、スライドドアの閉扉方向側を下げるように傾斜して停車して
いる場合にスライドドアには自重による重力加速度が加わるため、閉扉時には駆動制御で
はなく制動制御を行ってスライド速度を低下させることになるが、その際の挟み込み判定
値を駆動制御時よりも緩めることから、制動制御により周期が長くなった際の挟み込み判
定を確実に行い得る。
【０００８】
【発明の実施の形態】
以下に添付の図面に示された具体例に基づいて本発明の実施の形態について詳細に説明す
る。
【０００９】
図１は、本発明が適用された車両用スライドドアのスライド制御装置の概略構成を示す全
体図である。図１において、図示されない車両の後席への乗降用として車両前後方向にス
ライド自在なスライドドア１が設けられている。スライドドア１は、その上下端の一部を
図示されないドアサッシに設けられているレールによりガイドかつ支持されていると共に
、車両前後方向に延在するように設けられたガイドレール２にスライド自在に支持された
スライダ３を介して車両後方側の一部が支持されている。そのスライダ３は、ガイドレー
ル２の両端部近傍に配設された両プーリ４間に巻き掛けられたワイヤ５に結合されている
。
【００１０】
ワイヤ５の両端は駆動ユニット６のケーシング内に設けられた駆動ドラム６ａに互いに逆
方向に巻回され、同じく駆動ユニット６のケーシング内に設けられたモータ７により駆動
ドラム６ａが回転駆動されるようになっており、モータ７の正逆転に応じて駆動ドラム６
ａも正逆転するため、ワイヤ５が往復動するようになっている。それにより、スライダ３
がガイドレール２にガイドされつつ車両前後（図における左右）方向に往復動して、スラ
イドドア１がスライドによる開閉動作を行い得る。
【００１１】
また、モータ７の駆動を制御するためのモータ制御装置８が設けられており、そのモータ
制御装置８にはモータ７の回転パルス信号Ｐが入力し、モータ制御装置８からはモータ７
に正逆転駆動信号Ｄが出力されるようになっている。そして、モータ制御装置８では、デ
ューティ制御によりモータ７を定速度で駆動する。
【００１２】
図１ではスライドドア１の全開状態が示されており、その状態から閉扉動作を行わせる際
にはスライドドア１を図の矢印Ａに示される向きに移動させることになり、その閉扉時に
おける本発明に基づく制御を以下に示す。
【００１３】
まず、本発明が適用された車両用スライドドアのスライド制御にあっては、図２に示され
るように、全開位置から比較的高速ＶＨ（例えば２４０mm/sec）で移動させ、全閉手前の
所定の位置から比較的低速ＶＬ（例えば１００mm/sec）で移動させるようにしており、そ
れら各定速制御をＰＷＭ制御により行う。なお、高速ＶＨ制御から低速ＶＬ制御への切り
替え位置は、回転パルス信号Ｐのカウント数で判断でき、実車では全閉位置手前１００mm
程度であり、図における高速制御と低速制御との区間の比は実際のものとは異なる。
【００１４】
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また、図２にあっては、モータ７の駆動信号Ｄによるスライドドア１の制御速度の変化を
実線で示し、その制御値による実際のスライド速度の変化を波線で示している。図の波線
に示されるように、実際のスライド速度は、スライドドア１の摺接部分の摩擦抵抗などに
よりある程度変化する。
【００１５】
次に、本スライド制御における挟み込み判定について図３を参照して以下に示す。本制御
における挟み込み判定時のタイミングは、モータ７の回転パルス信号の検出時（例えばパ
ルス立ち下がり時）である。例えばモータ７の１回転（例えば２０パルス）に要する周期
を１パルス入力毎に算出し、その周期の変化を監視する。本実施の形態では、上記モータ
７の１回転に要する周期を、判定時の前２パルス分の周期を基準周期Ｔｄとして算出し、
その基準周期Ｔｄを１０倍してモータ７の１回転周期に相当する２０パルス分を算出して
、判定の基準となる換算１回転周期Ｔとしている。
【００１６】
前回の挟み込み判定時に上記したようにして求めた換算１回転周期Ｔに許容偏差ΔＴ分を
加算して判定値Ｔｊ（＝Ｔ＋ΔＴ）とし、今回の挟み込み判定時に求めた１回転（２０パ
ルス分）の実周期Ｔｒとを比較して、Ｔｒ＞Ｔｊの状態であったら挟み込み判定とし、そ
の挟み込み判定が３回連続したら実際に挟み込み状態になったと判定する。なお、上記許
容偏差ΔＴは、予め所定値を定めておくのではなく、換算１回転周期Ｔに基づき、判定計
算時毎に算出する。
【００１７】
また、図４に本発明が適用されたモータ駆動回路を示す。本装置にあっては、図４に示さ
れるように、モータ７を４つのＦＥＴ（Ｑ１～Ｑ４）により構成されたブリッジ回路で正
逆転制御するようにしている。駆動制御において正転させる際に例えばＱ１・Ｑ３をオン
する場合には、逆転させる際にはＱ２・Ｑ４をオンすれば良い。そして、制動制御におい
てはＱ１・Ｑ２をオンする。なお、それぞれにおけるデューティを変化させて必要な駆動
力（制動力）を発生させて速度制御を行っている。
【００１８】
次に、本発明に基づく閉扉時の挟み込み制御方法について図５のフロー図を参照して以下
に示す。第１ステップＳＴ１では現在行っている速度制御が駆動制御か制動制御なのかを
判別する。これは、上記した各ＦＥＴ（Ｑ１～Ｑ４）に対する制御出力（それぞれのオン
／オフ状態の組み合わせ）により判別可能である。
【００１９】
第１ステップＳＴ１で駆動制御であると判別された場合には第２ステップＳＴ２に進む。
その第２ステップＳＴ２では、上記許容偏差ΔＴを求めるための係数Ｋを設定する。本制
御にあっては、前回の挟み込み判定時の周期Ｔに係数Ｋを掛けて許容偏差ΔＴ（＝Ｋ・Ｔ
）を求めるものであり、駆動制御における係数Ｋに代入するべく予め記憶されている設定
値Ａの大きさとしては、１＞Ａ＞０であって良い。そして、第３ステップＳＴ３で判定値
Ｔｊ（＝Ｔ＋Ｋ・Ｔ）を算出する。なお、係数Ｋを許容偏差ΔＴで表せば、図３で示した
判定値Ｔｊ（＝Ｔ＋ΔＴ）と同一になる。
【００２０】
このようにして求められた判定値Ｔｊにより、駆動制御における挟み込み判定を行うこと
になり、例えば図５の上段には、実周期Ｔｒ＜判定値Ｔｊの場合が示されている。この場
合には挟み込みであると判定しない。
【００２１】
上記第１ステップＳＴ１で制動制御であると判別された場合には第４ステップＳＴ４に進
む。その第４ステップＳＴ４では、上記設定値Ａをｎ（＞１）倍したものを係数Ｋに代入
して、第３ステップＳＴ３に進む。ここでｎの上限値として２程度であって良く、例えば
２にすると良い。
【００２２】
このようにして第４ステップＳＴ４を経た場合には、判定値Ｔｊは、図６の下段に示され
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ｊ（＝Ｔ＋ｎ・Ａ・Ｔ）となる。図６の下段に示されるように、駆動制御時の係数Ｋ（＝
Ａ）から求めた判定値Ｔｊ（＝Ｔ＋Ａ・Ｔ）をそのまま用いた場合には実周期Ｔｒの方が
長くなって挟み込みであると判定してしまうのに対して、制動制御時用の判定値Ｔｊ（＝
Ｔ＋ｎ・Ａ・Ｔ）を用いることにより、判定値Ｔｊが駆動制御時よりも緩くなるため、制
動制御時の実周期Ｔｒがその判定値Ｔｊ内に収まることができ、挟み込みであると誤判定
してしまうことがない。
【００２３】
このようにしても、実際の挟み込み時には急激にスライド速度が低下するため、制動制御
時における挟み込み判定に何ら問題を生じることがない。
【００２４】
【発明の効果】
このように本発明によれば、スライドドアを自動的にスライドさせる際に駆動モータによ
る速度制御を行うと共に、特に閉扉方向を下向きにして停車している際にスライドドアに
自重による重力加速度が加わる場合の増速をモータの制動制御をもって防止するようにし
た制御において、制動制御時には挟み込み判定値を駆動制御時よりも緩くすることから、
制動制御においてスライド速度の低下による挟み込み誤判定を防止することができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明が適用された車両用スライドドアのスライド制御装置の概略構成を示す全
体図。
【図２】本発明が適用されたスライドドアの速度制御の要領を示す速度線図。
【図３】本発明が適用された挟み込み判定の要領を示すタイムチャート。
【図４】本発明が適用されたモータ駆動回路の要部を示す図。
【図５】本発明に基づく制御フロー図。
【図６】本発明に基づく制御を示すタイムチャート。
【図７】速度偏差に対するモータ制御用デューティを求めるための線図。
【符号の説明】
１　スライドドア
２　ガイドレール
３　スライダ
４　プーリ
５　ワイヤ
６　駆動ユニット、６ａ　駆動ドラム
７　モータ
８　モータ制御装置
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